
（別紙 15） 

山形県におけるクマ類出没防止対策の実施に係る計画/評価報告 

（出没防止対策事業）② 

 

 

１ 事業実施地域周辺の現状の出没・被害状況、出没防止対策の実施状況及び課題等  

  

 
R3 R4 R5 R6 R7 

目撃件数 291 376 765 348 3,079 

人身被害人数  0 2 5 3 13 

 

 令和７年は目撃件数、人身被害ともに大幅に増加した。クマが指定管理鳥獣となっ

た令和６年度から、環境整備等の出没防止対策を行っているなかでの大幅増加となっ
ており、さらなる出没防止対策が必要となっている。  

 市街地等でも目撃件数が増加しており、地域や教育施設、観光施設等において人身
被害を防止するため、クマ被害を防止するための知識を高める必要がある。  

 

 

２ 出没防止対策の具体的な内容  

実施時期 令和７年 11 月～令和８年３月 

場所 県内全域（自治会、学校、保育施設、観光施設等）  

目的・目標 人身被害の防止  

内容 クマ被害防止のための啓蒙  

方法 専門家の派遣  

評価方法 人身被害件数  

事業費とその算

出方法 
１，１６４，０００円 

備考 
 

 注１：事業前の計画では各項目について想定又は期待される内容を、事業終了後の評価報告では各項目に

関する実績や結果を具体的に記入すること。出没防止対策が複数ある場合は、対策の種類毎に各項

目を記載すること。  

 注２：実施主体が市町村の場合、各市町村の実施する具体的な内容を記述すること。  

 注３：誘引物の除去及び緩衝帯の整備を実施する場合は、過去の本交付金の活用状況について備考欄に

記載すること  

 

３ 実施した出没防止対策の評価（事業終了後の評価報告時のみ）  

小中学校、保育施設等 10 施設に専門家を派遣し、周辺環境を含め、各主体で人身被

害防止のために適切な対策・対応に取り組めるよう研修会を実施した。  



次年度も事業設計の見直し（時期・回数等）を行いながら継続し、人身被害発生リ

スクの抑制効果を検証したい。 

 

注１：当初予定されていたとおり事業が適切に実施されたか記載すること。  

注２：事業実施地域ごとに、事業実施前後の被害指標（出没件数、被害件数、被害感等）を比較し、事

業実施の効果が事業実施地域に現れているか評価すること（定量的な指標が難しければ、客観性を確

保した定性的な指標を使用する。）。なお、事業効果の比較は同じ季節に行うことが望ましく、当該

年度内での事業実施後の効果の確認が難しい場合は、次年度の実施とする旨記載すること。  

注３：注１による効果検証を踏まえ、事業の設計（事業の質や内容）の妥当性や、事業の実施方法の適

切性を評価し、課題と改善の方向性を記載すること。 

 

 

４ その他 

 

 

 

 

 

 注１：出没防止対策の実施に当たって、特記すべき事項があれば記入すること。  

 注２：事業終了後の評価報告において、特記事項に対するコメントがあれば記入すること。  


